
第３章 検証及び防災対策への反映 

- 127 - 

 

 

市町村庁舎の被災に対する対応 

 停電時、市町村庁舎に非常用の自家用発電機を備えていたことや総合通信局の移動電源

車が確保できたために災害対応に支障がなかった一方で、非常用の自家用発電機を備えて

おらず、一時的に行政機能が喪失した市町村もあった。 

 しかしながら、ＢＣＰについては未策定市町村があったことや、策定している市町村に

おいても、その内容あるいは職員への認識が不十分であったことから、ＢＣＰが実際には

十分に活用されなかった例もあった。 

 

市町村災害対策本部等における対応 

市町村では、災害が発生、又は発生するおそれがある場合に、市町村長をトップとする、

災害対策本部を設置し、関係機関と連携しながら、情報収集や災害応急対策を実施するこ

ととしている。 

 今回の一連の台風では、延べ１２１市町村において災害対策本部が設置されたが、数十

年ぶりに災害対策本部を設置した市町村もあった。 

 一部の市町村では、災害対策本部に参集した職員は、道路や河川といった現場での応急

対応や、避難所開設・運営に派遣されたため、本部にとどまる職員が不足した。また、本

部内でも情報収集や広報対応というような役割分担が不明確であった市町村では、平常時

から災害対応に関する訓練・研修等が不足していたこともあり、職員が積極的に役割を担

う自主的な行動をとることができず、対応が後手にまわることとなった。これらの状況に

おいて、住民や報道機関等からの問い合わせが防災を所管する部局に集中し、情報集約・

分析や実施方針の決定、さらには、実施に向けての関係機関との調整や避難指示等の発令

に支障を来たすこととなった。 

また、今回の台風では、1週間に３つの台風が上陸するなど、短期間で立て続けに対応を

迫られ、場合によっては、連日、夜通しで対応しなければならなかったことから、特に初

動で全職員が登庁するよう規定していた市町村では、交代職員を確保することができず、

職員が疲弊してしまった例があった。 

 

道や関係機関からの支援体制 

 被災市町村に対しては、道や、自衛隊、北海道開発局、消防機関、道警察等、さまざま

な機関が職員等を派遣し、情報収集、技術的助言、救助・捜索活動、避難者支援等の面で、

市町村の行政機能を支援した（表３－１３－１参照）。 

 北海道開発局からは、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）を被災市町村へ派遣

し、被災状況の迅速な把握や河川・道路の被害の発生及び拡大の防止などの技術的な支援

を実施した。また、今回の大雨災害では、関東・中国・四国地方整備局からのＴＥＣ－Ｆ

ＯＲＣＥが初めて派遣され、地方整備局と北海道開発局のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが連携し、

被災状況調査等を実施した。 

 道からは、本庁危機対策課の勤務経験がある職員及び災害対応に精通した退職自衛官を

「支援職員」として１市７町へ派遣し、首長へ直接応急対策に関する助言を実施した。ま

た、地元振興局職員を「情報連絡職員（リエゾン）」として派遣して、被害状況等把握の

ための情報収集を実施した。これらの職員は、携帯電話等の資機材を持参して、道に情報

２ 今回の主な対応 
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伝達をおこなったが、視覚的に情報伝達が可能なスマホやタブレット等の資機材を装備し

ていなかった。そのため、市町村の会議等で配付された資料やホワイトボード上の情報等

の伝達がすべて口頭によることとなり、正確な情報共有のために時間・労力を割くことが

あった。 

これら道から派遣された職員については、受入側（市町村）からすると、支援職員か情

報連絡職員（リエゾン）か区別することができなかったため、情報連絡職員（リエゾン）

が派遣された市町村にとっては、情報連絡職員（リエゾン）に対して支援職員としての役

割を求める場面も見られた。また、情報連絡職員（リエゾン）の中には、災害に関する知

識や災害対応の経験が不足しているなど、十分な役割を果たせない場合もあった。 

 道や関係機関からの支援職員については、要請を受けずに職員を派遣する「プッシュ型」

による派遣が行われたために、市町村からの派遣要請を待たずに、情報収集することがで

きた。一方、一部の市町村からは、派遣のタイミングが遅いという声もあった。 

 職員の派遣を受けた市町村からは、道や防災関係機関からの支援に対して、評価する声

がある一方で、受入のスペースや資機材の確保が困難だったり、有効な活用方法が見い出

せなかった市町村も見られた。 

 専門職員の派遣も行われ、道からは道路・河川・水道の応急対策や復旧のための専門技

術職員、避難者支援のための保健師が派遣された。甚大な被害を受けた一部の市町村にお

いては、道路などの土木被害の復旧等のための技術職員が不足したことから、「災害時に

おける北海道及び市町村相互の応援等に関する協定」に基づき、道内の他市町村から職員

が派遣され、土木復旧関連業務や住宅被害把握業務の支援が行われた。 

 

 

■表３－１３－１：道・防災関係機関等が行った、職員派遣による支援 
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活動事例報告 道 （自衛隊情報誌に掲載） 

被災市町村をいち早く支援～元自衛官の活躍～ 

「すぐ元自衛官の方に現地へ行ってもらいましょう。」 

８月３１日の早朝０６：３０、道庁本庁舎地下１階「危機管理センター」に設置

された道災害対策本部指揮室で、元自衛官等で構成される道職員のプッシュ型派遣

が、道政史上初めて決定された瞬間であった。 

 

この４か月ほど前の本年４月、道では 

災害対応能力を一層強化するため、これ 

まで非常勤であった元自衛官職員２名 

を常勤職員とするとともに、災害発生時 

に被災市町村に派遣し、首長の相談を受 

けるとともに助言を行うため、新たに５ 

名の元自衛官を非常勤職員として任命し、 

有事の際には計７名の元自衛官が派遣さ 

れる手はずが整えられていた。 

この夏の本道は、７月下旬から頻繁に 

大雨に見舞われ続け、８月１７日の台風 

７号の９年ぶりの本道上陸に続き、１１ 

号、９号と僅か１週間のうちに３つの台 

風が上陸し、続いて３０日夜の１０号の 

接近に伴い、未曾有の大災害が発生した 

ことは記憶に新しい。 

道では、３０日１３：００から災害対 

策連絡本部を設置し警戒にあたっていた 

が、翌３１日０５：３０には災害対策本 

部に移行し、関係機関と連携・協力のも 

と、人命最優先の応急対策に取り組んだ。 

こうしたなか、現地で災害対策の指揮 

をとる役場（南富良野町、新得町、清水 

町、芽室町）に、首長の良き相談・助言 

者として送り込まれた元自衛官職員は、 

これまでの経験を存分に生かされ、同行 

した道のプロパー職員との連携のもと、 

大水害の対応に苦慮されていた被災市町 

村で、素晴らしい働きをみせていただい 

た。 

前述の指揮室において対応にあたって 

いた我々にとっても、元自衛官から入る 

現地情報は、まさにこちらがその時々で 

↑ 南富良野町災害対策本部会議に参加 

↑ 利尻富士町で通行止め復旧作

業現場を確認中 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 130 - 

 

 
 

 

 

 
 今回の一連の台風災害において、道内では広範囲に渡る停電が発生し、一部の市町村の

庁舎においても一時停電となったが、非常用電源により対応することにより、業務に重大

な支障は生じなかった。 

 北海道総合通信局は、被災市町村の通信・放送設備への電源を供給するため、移動電源

車を無償貸与した。 

 

 
 市町村においては、甚大な被害発生により、道路などの土木被害の復旧等のための技術

職員が不足したことから、「災害時における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定」

に基づき、道内の他市町村から職員が派遣され、土木復旧関連業務や住宅被害把握業務の

支援が行われた。 

求めていた、タイムリーかつ的を射たも 

のであり、初動対応を判断するうえで、 

大いに役だった。 

その活躍はこれで終わらず、その後の 

９月５日から６日にかけての利尻島で記 

録された５０年に一度の記録的な豪雨の 

際にも、道北３市町村に飛んでいってい 

ただいた。 

このたびの一連の大雨災害を通じて、 

派遣を受けた市町村長からは、「助言が 

極めて適切であった。」、「相談に対し 

丁寧に対応いただいた。」など感謝の言 

葉が一様に寄せられたところである。 

道としてもあらゆる災害対応に精通し、 

優れた人格を持ち合わせる退職自衛官の 

方々が、同じく道職員として災害対応の 

スタッフでいてくださることは、この上 

なく心強い限りである。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  市町村では、非常用電源により庁舎の停電に対応した 

評価  応援協定に基づき、他市町村から被災市町村に対して、技術職員を派遣し、

専門的な業務を支援した 

↑ 稚内市役所で活動 

↑ 礼文町で土砂崩れ現場を確認中 
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 市町村では、今回の災害で非常時の優先業務に大きな混乱は生じていないものの、災害

発生時においても優先度の高い業務を維持・継続するための「業務継続計画」（ＢＣＰ）

が未策定、または策定していても不十分であったり、認識していなかったりした。 

 

 
 市町村では、限られた人数で 気象状況や河川の水位情報の収集、避難所開設、被害状況

の報告などの災害対応のほか、住民や報道機関等からの問い合わせ対応などの大量の業務

に従事しなければならなかったことから、業務が錯綜したことに加え、職員が疲弊したこ

とにより、行政機能が低下した。 

 

 
 市町村では、職員が河川の水位や被害状況の確認のために現場に出たり、住民に対して

直接避難を呼び掛けるために戸別訪問を行ったことにより、その他の業務を庁内に残った

人数で対応せざるを得なかった。 

 

 

 市町村では、長らく大規模な災害が発生していなかったことや、職員に十分な知識や経

験がないなどにより、災害対応が困難となった場面も見られた。 

 

 

 市町村災害対策本部では、報道機関からの取材や関係機関、一般住民などからの問い合

わせが集中したことにより、対応に追われ、関係機関など対外的な対応業務が円滑に進ま

なかった。 

 

 

課題  市町村では、ＢＣＰが未策定・不十分であったり、策定している自治体でも

内容の認識が十分でなかったために活用されなかった 

課題  市町村では、限られた人数で情報収集や避難所開設などの災害対応のほか、

住民や報道機関等からの問い合わせ対応などの大量の業務に従事し、職員の疲

弊などにより行政機能が低下した 

課題  市町村では、災害現場での対応に職員を派遣したため、災害対応にあたる職

員が不足した 

課題  市町村では、災害対策本部の運営など、災害対応が困難となった場面もあっ

た 

課題  市町村災害対策本部では、 関係機関などとの対外的な対応が円滑に進まな

かった 

課題  災害対応に精通した行政職員の育成が不十分であった 
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 市町村の中には、時間や人員の不足もあり、平常時から災害に関する研修や訓練を実施

していなかったため、災害対応に精通した行政職員の育成が不十分であった。 

 

 
 道から市町村に対して派遣された情報連絡職員（リエゾン）について、災害に関する知

識や災害対応の経験が不足しているなどにより、十分な役割が果たせなかった場合があっ

た。 

 また、市町村からは責任ある立場、情報提供や災害対応に精通した職員を迅速に派遣し

てほしいと望むほか、派遣のタイミングが一部遅いといった声もあった。 

 

 
 道から市町村に対して派遣された支援職員について、携帯電話などの資機材を持参した

が、映像を送るためのスマホやタブレット等はなかった。 

 

 

 道、自衛隊から被災市町村に対して支援職員を、開発局からは TEC-FORCE を、要請を受

けずして派遣する「プッシュ型」で派遣し、道路や河川等の被災状況の調査や、応急対策

に係る情報提供や助言などを実施した。 

 それに対して、市町村では、他機関から支援職員や TEC-FORCE が派遣された経験がない

ことなどから、受入体制が整えられておらず、どのような役割で派遣されたか認識されず、

十分に活用することができない場面も一部見られた。 

 

 

 

 

 

 
市町村の行政機能が失われると、被災者の救出・救助、復旧活動の迅速な実施に大きな

支障をもたらすことから、ＢＣＰが未策定の市町村においては早急に策定に向けた取組を

課題  振興局から派遣された情報連絡職員（リエゾン）の対応能力にばらつきがあ

った 

課題  道(本庁)からの支援職員の資機材の装備が不十分であった 

評価  道、開発局、自衛隊から被災市町村へプッシュ型で支援職員や TEC-FORCE  

課題 を派遣し、調査や助言などを実施した一方、市町村では、支援職員の受入や 

   活用体制が不十分であった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

被災自治体の行政機能の確保と災害対応能力向上・災害対応支援のための体制・支援

策の構築 

提言①  市町村における適切なＢＣＰ策定の推進 

     【道・市町村】 
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進め、また内容が不十分な場合は見直しを行うことが必要である。道においては、市町村

におけるＢＣＰの策定に向けた取組（研修実施による支援など）を進めることが必要であ

る。 

ＢＣＰを策定することにより、それぞれの市町村にとって、災害が発生した場合に、人

員、資機材、情報、ライフラインといった資源が制約された状況をいち早く脱し、平常時

の状態に戻すために、どのような措置が必要かについて、明確にすることができる。 

 

 
市町村において、発災直後から生じる膨大な業務に対応するためには、貴重な人的資源

である職員をいかに配分するかが重要である。そのためには、災害対策本部の要員として

庁舎に残る職員と、現場に派遣する職員の分担を予めルール化するなどの取組が必要であ

る。 

また、時間軸に従い、局面ごとに優先すべき業務を明確にすることにより、場当たり的

な対応により後手に回るのではなく、あらかじめ必要な対応を見越した、庁内各班や関係

機関との効果的な連携をとることができる。 

 

 
災害時は、平常時とは異なり、不十分な人員、資機材、情報、体制の中で、災害対応を

行わなければならない。そのため、それぞれの職員が災害に関する知識や能力を高めてお

くことが重要である。市町村において、大規模災害を想定し、災害対応の研修や災害対策

本部の設置等を含む防災訓練を実施することにより、職員全体で災害に対する危機意識が

共有され、災害時の円滑な情報伝達・情報共有、主体的な判断・積極的な対応、住民や関

係機関との積極的な連携体制の構築につながる。 

 

 
災害時において、報道機関等を通して、広く情報提供することは、社会的混乱を防ぎ、

住民等の適切な判断による行動を促すことにつながる。しかしながら、災害対策本部にお

いて、各種問い合わせが殺到した場合、災害応急対策の方針策定や実施を妨げることがあ

るため、報道をはじめとする対外的な業務は、対応窓口を決めておくなど広報対応の強化

が必要である。 

 

 
市町村において、災害発生時に他機関からの応援職員受入を想定し、受入スペースや受

提言②  市町村における災害対応時の具体的な役割分担の明確化 

     【市町村】 

提言③  市町村における研修や訓練の強化 

     【市町村】 

提言④  報道等の対応業務の窓口決定など積極的な情報提供のための広報対応の強

化 

     【道・市町村・防災機関】 

提言⑤  市町村における他機関からの応援職員受入体制の整備 

     【市町村】 
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入担当窓口等について、あらかじめルール化するなどの取組が必要である。 

また、関係機関は、災害時に応援する職員を派遣する必要性や役割などを日頃から周知

しておく必要がある。 

 

 
道から市町村に派遣される職員について、どのような役割を求めるのかを明確化し、平

常時から訓練や研修などを十分行うなどして、派遣先で有効に機能するよう備えておくこ

とが必要である。 

また、道（振興局）ばかりではなく、被災地に近い出先機関の管理職員などの派遣を想

定し、災害対応の研修を実施することが必要である。 

 

 
派遣先から、道災害対策本部に対して迅速に被害情報を視覚的に伝達するための通信機

器など、道の支援職員の装備品の充実を図ることが必要である。 

 

 

提言⑥  道（振興局）の情報連絡職員（リエゾン）の能力向上及び役割、派遣時期

の明確化 

     【道】 

提言⑦  道の支援職員の装備品の充実 

     【道】 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 135 - 

 

 
 

 

防災教育の推進 

 道、市町村及び防災関係機関等は災害を予防し、又はその拡大を防止するため、道民に

対する防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進により、防災意識の高揚を図り、

地域における防災活動の的確かつ円滑な実施が推進されるよう努めるとされている。 

 道及び市町村は、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関する教育を実施

するとともに、地域の防災活動におけるリーダーの育成に努め、過去に起こった大災害の

教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、各種資料を広く収集・整理し、公開に努

めるとされている。 

 また、道及び市町村は、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する

とともに、警報等や避難指示等の意味と内容の説明など、啓発活動を住民等に対して行う

とされている。 

 

 

 防災教育は、平常時の取組の成果が災害時に避難行動等によって現れるものであるため、

ここでは今回の住民の避難行動と、道の平常時の防災教育の取組等について記す。 

 

住民の避難行動等 

 今回の大雨等災害では、146,650 人が避難指示・避難勧告の対象となったが、実際に避難

所へ避難した人数は 11,170 人であり、その割合は１割未満であった。 

激しい雨や停電の影響等により、避難情報が対象となる全員に確実に伝達されていない

影響がある一方で、避難に関する情報の意味がわからない、いざという時に適切な避難行

動がとれていない等、住民の避難に対する理解も十分ではなかった。 

また、避難所の運営は、開設が短期間だったこともあり、その多くが行政主体で行われ、

住民があまり参加していなかったが、避難所運営に住民がもっと参画することが必要であ

った。 

 

平常時の防災教育の取組 

 道は防災教育テキストや、厳冬期の地震災害を念頭に置いた避難所運営ゲーム北海道版

（Ｄｏはぐ）等の防災教育ツールを活用した研修会、ホームページやフェイスブックによ

る防災教育情報の発信、北海道防災教育アドバイザー制度等による市町村等の取組支援な

どを実施しているほか、防災関係機関やＮＰＯ、大学、有識者等と「ほっかいどう防災教

育協働ネットワーク」を形成し、ネットワークメンバーとの協働事業により、防災啓発イ

ベントや教材開発等、道民各層に対する防災教育を推進している。 

 

 

効果的な防災教育の実施 

〈検証の視点：道民の平常時からの有効な備えと災害時の的確な行動〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目１５：防災教育 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 136 - 

 

平常時の備え 

 被災した一部の市町村では、断水や停電などライフラインが途絶したが、非常食や飲料

水等の備蓄が十分ではなかったことから、家庭での住民生活に様々な支障を来した。 

 

 

 

 

 

 

 
 住民の一部は受講した防災研修会の内容を活かし、迅速かつ適切に避難していた。また

過去の災害教訓を思い起こし、早期に危険を察知したり、住宅建築の参考にしている住民

もいた。 

 

防災教育は平常時に実施するものであるが、今回の大雨等災害は、台風や前線等に

より約一ヶ月間にわたり断続的に続いたこと、また、例年各自治体等が防災教育に取

り組む「防災の日」が大雨期間中に含まれていたことから、緊急的に防災教育を実施

する機会があった。 

以下について、実施した防災教育の主な事例を示す。 

 

メディアを通じた情報発信 

 道は、ＮＨＫ札幌放送局がラジオ第一で放送した特別番組「防災スペシャル 災害

を乗り切る大研究会」（９月３日午後１時０５分～午後３時５５分）に”防災先生”

役として危機対策課職員を派遣した。 

番組の企画当初は地震・津波災害時にとるべき行動を主とした番組構成を予定して

いたが、８月半ばから続く大雨等災害の発生を受け、土砂災害警戒情報の意味や垂直

避難の判断等、台風や大雨時に取るべき行動の内容等を加えて説明した。 

 

協働による防災啓発イベント 

 ほっかいどう防災教育協働ネットワークの協働事業として９月４日にＤＣＭホー

マック東雁来店駐車場を会場に、大雨災害をはじめとする各種災害に関する防災啓発

イベント「防災フェア」を開催した。このイベントには、道や北海道開発局、札幌市、

日本赤十字社北海道支部などネットワークに参加するメンバーが協力を行った。 

札幌市はイベント参加者に各種ハザードマップを配付したが、台風１０号の大雨災

害直後であったため、訪れた札幌市民の洪水ハザードマップに対する関心が高く、自

宅や家族用にハザードマップを持ち帰る市民の姿が多くみられ、大雨災害が続いてい

る時期にこのような機会があったことは、住民に対し大変効果的であった。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  住民の中には、防災研修会の内容や過去に経験した災害の教訓等を活かし、

適切に行動した人も見られた 
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 地域によっては、町内会が中心になり、積極的に隣近所で声をかけあったり、高齢者や

要配慮者のケアを行いながら、避難等の災害対応をしていた。 

 

 

 気象警報の意味など気象情報の見方や、避難準備情報・避難勧告・避難指示の意味する

ところを知らない住民もいた。 

 

 

 
 大雨や強風の中での適切な避難行動や、自身の避難場所・避難所について理解が十分で

ない住民もいた。 

 

 
 数十年来水害が発生しておらず、住民の記憶から忘れ去られ、地域の過去に発生した水

害の教訓が十分に活かされなかった。また、自分の地域は水害にはならないという意識も

みられた。 

 

 
 断水や停電が発生したが、各家庭で飲料水や懐中電灯など、備えが十分ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

評価  住民が隣近所で声を掛け合ったり、助け合うなど、共助の力を発揮し、避難

等をする姿が見られた 

課題  避難行動を促す住民の気象情報や避難情報に関する知識が住民に根付いてい

なかった 

課題  住民の適切な避難行動や避難所に関する理解が十分ではなかった 

課題  住民の河川の氾濫などによる水害の想定が十分ではなかった 

課題  住民の家庭での備蓄など災害への日頃の備えが十分ではなかった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

風水害を含めた防災教育の促進 

提言①  住民へのわかりやすい気象関連及び避難情報の周知 

     【道・市町村・関係機関】 
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日頃から防災への関心が低い層も含め全ての道民に、わかりやすい内容で避難情報や気

象情報を端的に理解してもらうための普及啓発を強力に実施する必要がある。 

 

 

住民に避難の際の適切な行動や、避難所生活について理解を深め、日頃の備えに反映し

てもらうため、Ｄｏはぐや北海Ｄｏ防災かるた等の防災教育教材を活用した研修会や、住

民参加の防災訓練を実施するなどし、避難に関する普及啓発を図る必要がある。 

 

 
災害に対する意識変革や、ハザードマップ・過去に地域で発生した災害の理解、家庭で

の備蓄の充実など、今後の災害に対して十分に備えてもらうため、様々なイベントや広告

媒体等を通じた防災の普及啓発を更に行う必要がある。 

提言②  Ｄｏはぐ等防災教育教材を活用した避難所運営や適切な避難行動の普及啓

発 

     【道・市町村】 

提言③  様々なイベントや広告媒体等を通じた防災に関する普及啓発 

     【道・市町村】 


